
                                                          

令和７年度 評価実施後５年経過した事業箇所の再評価項目表  
 
事業主体   新潟県  事業名  社会資本整備総合交付金（下水道事業） 
事業箇所   新潟市他３市町 工区名 阿賀野川流域下水道(新井郷川処理区) 

 
１ 事業の概要  
① 事業の目的・効果・必要性等 

阿賀野川右岸北部地域は、新潟市のベッドタウンとして拡大しながら、新潟東港は日本海側最大級の

産業港としてコンテナ輸送が普及し、同時に背後の工業団地もほぼ完売するなど、工業も進捗した。そ

の人口の集中及び産業の発展に伴い、市街地内を流れる新井郷川、新発田川および中小河川は年々水質

汚濁が進行してきた。 
阿賀野川流域下水道(新井郷川処理区)事業は、これらの地域の生活環境の改善と新井郷川及び新潟東

港周辺海域の水質保全を目的として、平成４年度より新潟市（旧新潟市、旧豊栄市）、新発田市（旧新発

田市、旧紫雲寺町、旧豊浦町）、阿賀野市（旧水原町、旧京ヶ瀬村、旧笹神村）、聖籠町の３市１町を対

象として事業着手し、平成９年度に一部供用開始、平成 18 年度に旧９市町村の全てが供用し、未整備区

域の面整備を鋭意実施している。 

②事業内容  
処理面積 ： 5,990.43 ha 
処理人口 ： 156,598 人 
処理能力 ： 84,700 m3/日 
幹線管渠 ： 70.8 km(放流渠含む) 
中継ポンプ場 ： 3 箇所 

③残事業内容  
処理面積 ： 612.98 ha 
処理人口 ： 3,399 人 
処理能力 ： 31,350 m3/日 
幹線管渠 ： 1.8 km 
    

④総事業費  
県     92,950 百万円 [  74,541 百万円] 

市町     168,723 百万円 [ 189,672 百万円] 

県＋市町 261,673 百万円 [ 264,213 百万円] 

⑦進捗率（事業費ベース）  
 県   80％(＝   74,125 /   92,950 ) 

 市町  86％(＝  144,928 /  168,723 ) 

 県＋市 84％(＝  219,053 /  261,673 ) 
⑤執行済事業費  
  県     74,125 百万円 [  69,770 百万円] 

市町   144,928 百万円 [ 138,167 百万円] 

県＋市町 219,053 百万円 [ 207,937 百万円] 

⑧現在の費用対効果(B/C)〔基準年 R7年〕  
  全体事業 B/C＝1.79 (＝1,710,369 /  957,063 ) 

 残 事 業 B/C＝1.57 (＝   73,738 /   46,973 ) 

⑥R8年度以降残事業費  
  県     18,825 百万円 [  4,771 百万円] 

市町    23,795 百万円 [  51,505 百万円] 

県＋市町  42,620 百万円 [  56,276 百万円] 

⑨前回費用対効果(B/C)〔基準年 R2年〕 

  全体事業 B/C＝1.63 (＝1,081,699 /  665,333 ) 

⑩便益の内訳 

                  (全体事業)   (残事業) 

周辺環境の改善1,101,306百万円 41,111百万円 

［678,397 百万円］ 

 居住環境の改善  403,008 百万円 23,561 百万円 

               ［280,621 百万円］ 

 公共用水域の水質保全 207,988 百万円 9,339 百万円 

      [122,539 百万円］ 

残存価値        -1,933 百万円   -273 百万円 

                   ［142 百万円］ 

合 計     1,710,369 百万円 73,738 百万円 

             ［1,081,699 百万円］ 

⑪費用の内訳 

                      (全体事業)   (残事業) 

 建設費(用地費含む) 739,086 百万円  28,692 百万円 

                  ［516,888 百万円］ 

 改築更新費     151,919百万円   8,423百万円 

                  ［105,164 百万円］ 

 維持管理費       66,058百万円   9,858百万円 

          ［ 43,281 百万円］ 

 

 

合 計            957,063百万円  46,973百万円 

        ［665,333百万円］  
 ※ ④～⑥、⑩、⑪の[   ]内は前回再評価時の数値 

 ※ 総事業費：事業に必要な調査設計費、用地買収費、工事費、事務的経費等の総額 

 ※ 総 費 用：総事業費に維持管理費(下水道事業は更新費用も含む)を加え、その金額を現在価値化したもの 
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２ 評価の視点  
 ⑫事業の進捗が遅れている理由（前回評価時からの変化、遅れを取り戻す工夫や取組状況も併せて記載） 

当事業は、流域関連市町の面整備進捗と流入水量の増加に合わせ処理施設の増設を行うものであり、短

期間で事業が終了するものではない。 
前回評価以降も流域関連市町の面整備は着々と進められており、社会情勢の変化を踏まえた計画の見直

しはあるが、事業の進捗に遅れはない。 

⑬事業を継続することにより発揮される効果（前回評価時からの変化についても記載） 

管渠整備率は 97%となり概成しており、中継ポンプ場についても３箇所全て供用している。面整備の進

捗に伴い流入水量が増加するため、水処理施設を増設する計画であり、今後も事業を継続することで公共

用水域の水質保全や地域の生活環境の改善が期待できる。 

 

⑭便益として貨幣換算していないが、事業により見込まれる効果 

・病原性微生物等による人的健康被害の低減 
・処理によって発生する副産物（汚泥、消化ガス等）の資源化および二酸化炭素排出の削減 
・水環境の向上による、福島潟などの水域における多種多様な生物の保護や親水空間の創出 

⑮社会経済情勢の変化（前回評価時からの変化についても記載） 

新井郷川処理区内の行政人口は、令和６年度末時点で新潟市北区 69,752 人、新発田市 91,157 人、阿

賀野市 38,890 人、聖籠町 13,958 人の計 213,757 人であり、令和元年度末時点の 226,149 人から 12,392
人減少している。一方、世帯数は、令和６年度末時点で 87,792 世帯であり、令和元年度末時点の 85,464
世帯から 2,328 世帯増加している。事業所数及び１人１日当りの生活汚水量は横ばいであり、大きな情

勢の変化はない。 
 

⑯Ｂ/Ｃの変化の要因（前回評価時から需要予測等の変化、全体事業費の変化要因について記載） 

費用については、処理区域の減少に伴い市町の管渠建設費が減額となった一方、汚水量は今後増加する

見込みであり、処理場の増設に係る費用が増額となった（減額要素が大きいため総事業費は減）。 
便益については、処理区域の減少に伴い対象施設が減少した一方、「下水道事業における費用効果分析

マニュアル」の改定に伴い、覆蓋費用等の代替単価が上昇した。 
費用および便益どちらも増額となったが、便益の増額幅が大きかったため、結果、前回評価よりも B/C
が増加している。（B/C 1.63→1.79）。 

⑰コスト縮減、代替案の可能性（前回評価時からの変化についても記載） 

 社会経済情勢の変化を考慮し令和 3 年度に計画の見直しを行っており、流入量予測に基づき適切な規

模の処理施設を計画する等、コスト縮減を図っている。また、流入水量に応じた段階的な整備を行うこと

により、適切な時期の整備に努めている（令和３年に新発田市の新栄町中継ポンプ場が運用開始）。 

⑱関係機関等の意向、関連事業と調整状況等（前回評価時からの変化についても記載） 

農業集落排水の流域下水道への接続等について、流域関連市町と積極的な調整を図っている。 
 

 ３ 今後の実施方針（案）   ※今後の見通しを併せて記載のこと  

残事業の費用対効果は 1.57 であり、未整備区域の面整備を継続する。 
また、他の汚水処理施設の統廃合による広域処理を推進し汚水処理の効率化を図るとともに適切な維

持管理・改築更新により既存施設を健全に保ち、公衆衛生の向上及び公共用水域の水質を保全するため

事業を継続する。 
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４ 経緯                                       

 区   分  当初計画(H4) 前回再評価(H17) 前回再評価(H22)  前回再評価(H27) 
 工   期  H4～H22 H4～H27 H4～H42 H4～H42 

総事業費 

 県 

   市町 

県＋市町  

 

 59,000百万円 

195,000百万円 

254,000百万円  

 

 92,153百万円 

228,248百万円 

320,401百万円  

 

 81,375百万円 

182,221百万円 

263,596百万円  

 
 69,131百万円 

161,935百万円 

231,066百万円  

 事業内容 

 

 処理面積 

 処理人口 

 幹線管渠 

 処理能力 

 中継ポンプ場  

 
 

7,911ha 

239,700人 

57.6km 

196,500m3/日 

３箇所 

 
 

8,423ha 

221,600人 

70.0km 

154,300m3/日 

３箇所 

 
 

8,271ha 

183,777人 

70.8km 

110,500m3/日 

３箇所 

 
 

5,858ha 

166,450人 

70.8km 

54,750m3/日 

３箇所 

 費用対効果  
 (B/C) 

   B/C=1.75 
（=581,262/332,179） 

B/C=1.69 
（=536,203/317,565） 

B/C=1.86 
（=872,444/468,341） 

 

 区   分  前回再評価(R2) 今回再評価(R7)   
 工   期  H4～R24 H4～R25   

総事業費 

 県 

   市町 

県＋市町  

 
74,541百万円 

189,672百万円 

264,213百万円  

 
92,950百万円 

168,723百万円 

261,673百万円  

  

 事業内容 

 

 処理面積 

 処理人口 

 幹線管渠 

 処理能力 

 中継ポンプ場  

 
 

6,557ha 

154,713人 

70.8km 

64,350m3/日 

３箇所 

 
 

5,990ha 

156,598人 

70.8km 

84,700m3/日 

３箇所 

  

 費用対効果  
 (B/C) 

B/C=1.63 

（=1,081,699/665,333） 
B/C=1.79 

（=1,710,369/957,063） 
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